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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第103期

第３四半期
連結累計期間

第104期
第３四半期
連結累計期間

第103期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 264,688 284,685 374,381

経常利益 (百万円) 10,675 12,743 16,135

四半期(当期)純利益 (百万円) 6,846 8,120 10,163

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,683 14,581 15,907

純資産額 (百万円) 137,025 157,628 144,246

総資産額 (百万円) 271,695 301,665 287,476

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 203.54 241.54 302.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.43 52.25 50.18
 

　

回次
第103期

第３四半期
連結会計期間

第104期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 66.41 69.14
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。
　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。
　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日～平成25年12月31日)の日本経済は、米国経済の回復基

調や政府の経済政策等による円安効果などを背景に、製造業等での輸出の回復や、株式市場の全般的な

価格上昇に牽引され、個人消費や企業の景況感にも改善が見られるなど、全般に上向きの兆しが現れて

おります。

当社グループの主力事業が含まれる自動車産業におきましては、輸出が回復するとともに、国内自動

車販売においても新型車の投入効果や、ハイブリッド車（ＨＶ）及び軽自動車人気に加え、消費増税前

の駆け込み需要等が年末にかけ見られ始めたことなどから、４月～12月の国内販売台数(除軽)は約

2,322千台(前年同四半期比1.0％増)、当社グループの主要な市場である愛知県の登録台数におきまして

も、約205千台(同1.0％増)と微増となりました。

このような状況のもと当社グループの連結業績は、景気の回復に加え、増税前の膨らむ需要に対し、

ＨＶ・新型車を中心に積極的に販売促進・販路拡大を実施、また地域密着の営業活動による高い競争力

を活かした継続的活動の結果、フルモデルチェンジしたクラウンが大きく伸長、アクアなどＨＶや小型

車も底堅く推移したことで、新車販売台数(除軽)は62,487台(同1.3％増)、軽自動車を含めた販売台数

も72,867台(同2.3％増)と増販となり、全国・県下ともに市場の伸びを上回りました。連結業績におき

ましても、総売上高では284,685百万円（同7.6％増）と増収となり、利益面でも、割賦販売未実現利益

及び手数料収入を含めた売上総利益が58,079百万円（同5.2％増）、営業利益が11,070百万円（同

18.4％増）、経常利益が12,743百万円（同19.4％増）、四半期純利益が8,120百万円（同18.6％増）と

総じて増益となりました。
　

報告セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、セグメント利益は四半期連結損益計算書の

営業利益と調整を行っております。
　

① 自動車関連事業

自動車関連事業では、上記の新車の他、中古車、サービス等も含めた売上高は265,066百万円(同

7.2％増)、セグメント利益は10,105百万円(同18.1％増)となりました。

　なお、新車販売台数(除軽)の会社別内訳は以下のとおりです。

愛知トヨタ自動車㈱ 28,912台 (前年同四半期比　1,745台増・ 6.4％増)

トヨタカローラ愛豊㈱ 16,922台 (前年同四半期比　　359台増・ 2.2％増)

ネッツトヨタ愛知㈱ 8,837台 (前年同四半期比　　386台減・ 4.2％減)

ネッツトヨタ東海㈱ 7,133台 (前年同四半期比　　725台減・ 9.2％減)

愛知スズキ販売㈱ 683台 (前年同四半期比　　162台減・19.2％減)
 

また、愛知県の軽自動車市場は、約95千台(同11.6％増)となり、当社グループの軽自動車販売台数

は10,380台(同8.5％増)となっております。
　

② 住宅関連事業

住宅関連事業につきましては、販売戸数が559戸(同12.0％増)と増加したことにより、売上高は

16,890百万円(同14.9％増)となり、セグメント利益は670百万円(同65.5％増)となりました。
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会社名
事業所名
(所在地)

区分 設備の内容

投資予定額
(百万円) 着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

愛知トヨタ自動
車㈱

一宮営業所・車検セ
ンター

(愛知県一宮市)
全面改築

販売設備及び
整備工場ほか

786 314 平成25年９月 平成27年２月

トヨタカローラ
愛豊㈱

天白原店
(名古屋市天白区)

全面改築
販売設備及び
整備工場

500 42 平成25年11月 平成26年７月

ネッツトヨタ愛
知㈱

プラザ岡崎
(愛知県岡崎市)

移転新築
販売設備及び
整備工場

580 50 平成25年11月 平成26年５月

ネッツトヨタ東
海㈱

豊橋東店
(愛知県豊橋市)

全面改築
販売設備及び
整備工場

552 ― 平成26年５月 平成26年11月

トヨタＬ＆Ｆ中
部㈱

岡崎営業所・物流シ
ステム部三河営業所
(愛知県岡崎市)

移転新築
販売設備及び
整備工場

522 269 平成25年11月 平成26年３月

㈱ＡＴグループ
本社地区再開発
(名古屋市昭和区)

全面改築
販売設備・
整備工場及び
本社ほか

7,000 1,000 平成25年10月 平成28年11月

会社名
事業所名
(所在地)

区分 設備の内容

投資予定額
(百万円) 着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

トヨタホーム愛
知㈱

安城展示棟・事務所
ほか

(愛知県安城市)

用地取得
及び

全面改築
販売設備ほか 495 271 平成26年１月 平成26年８月

　

③ 情報システム関連事業

情報システム関連事業につきましては、トヨタ自動車関連企業からのソフト開発受託の増加等によ

り、売上高は2,713百万円(同0.5％増)となりましたが、セグメント間の内部売上高が減少したほか、

ソフト開発等の利益率低下などで、セグメント利益は199百万円(同35.1％減)となりました。
　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について

重要な変更はありません。
　

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(4) 主要な設備

① 当第３四半期連結累計期間において新設等により著しい変動があった設備は、次のとおりでありま

す。
　

自動車関連事業及び全社等

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱　北名古屋営業所(注) 移転新築

(注)　平成26年３月期第２四半期報告書では「西春営業所」と記載しておりましたが、移転新築に伴い名称

を変更しております。
　

㈱ＡＴグループ　土地購入(名古屋市昭和区)
　

② 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期

間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

新たな新設計画

自動車関連事業及び全社等

 

　

住宅関連事業
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,497,000

計 77,497,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,171,051 35,171,051
名古屋証券取引所

市場第二部
単元株式数は1,000
株であります。

計 35,171,051 35,171,051 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 35,171,051 ― 2,917 ― 25,819
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　1,558,000

―
単元株式数は1,000株であり
ます。

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,360,000 33,360 同上

単元未満株式 普通株式   253,051 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 35,171,051 ― ―

総株主の議決権 ― 33,360 ―
 

　

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱ＡＴグループ
名古屋市昭和区高辻町
６番８号

1,558,000 ― 1,558,000 4.42

計 ― 1,558,000 ― 1,558,000 4.42
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,082 2,415

受取手形及び売掛金 29,697 19,707

割賦売掛金 71,926 74,719

リース投資資産 8,277 8,594

商品 13,702 19,707

仕掛品 2,462 3,137

貯蔵品 911 1,084

繰延税金資産 2,883 1,406

その他 8,638 8,129

貸倒引当金 △215 △188

流動資産合計 140,368 138,712

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 23,457 22,870

貸与資産（純額） 19,450 23,131

土地 48,271 49,466

その他（純額） 6,400 7,779

有形固定資産合計 97,580 103,247

無形固定資産 709 761

投資その他の資産

投資有価証券 37,268 47,387

繰延税金資産 5,913 5,815

その他 5,761 5,858

貸倒引当金 △125 △116

投資その他の資産合計 48,818 58,944

固定資産合計 147,108 162,953

資産合計 287,476 301,665
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 26,380 22,020

短期借入金 34,179 36,488

未払法人税等 3,283 1,077

賞与引当金 4,771 2,432

割賦利益繰延 13,299 13,713

その他 19,182 20,392

流動負債合計 101,097 96,124

固定負債

長期借入金 6,706 9,069

繰延税金負債 10,068 13,361

退職給付引当金 16,907 17,424

負ののれん 7,414 7,016

その他 1,036 1,039

固定負債合計 42,132 47,912

負債合計 143,230 144,037

純資産の部

株主資本

資本金 2,917 2,917

資本剰余金 25,819 25,819

利益剰余金 100,328 107,272

自己株式 △3,948 △3,971

株主資本合計 125,117 132,037

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 19,129 25,590

その他の包括利益累計額合計 19,129 25,590

純資産合計 144,246 157,628

負債純資産合計 287,476 301,665
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 264,688 284,685

売上原価 221,571 239,180

割賦販売未実現利益戻入額 12,389 13,299

割賦販売未実現利益繰入額 12,891 13,713

手数料収入 12,596 12,989

売上総利益 55,211 58,079

販売費及び一般管理費 45,864 47,009

営業利益 9,347 11,070

営業外収益

受取利息 80 81

受取配当金 531 989

負ののれん償却額 397 397

持分法による投資利益 233 166

その他 509 452

営業外収益合計 1,752 2,086

営業外費用

支払利息 261 202

その他 163 209

営業外費用合計 424 412

経常利益 10,675 12,743

特別損失

減損損失 20 －

会員権売却損 12 －

会員権評価損 9 －

その他 0 －

特別損失合計 42 －

税金等調整前四半期純利益 10,632 12,743

法人税、住民税及び事業税 2,324 3,290

法人税等調整額 1,462 1,333

法人税等合計 3,786 4,623

少数株主損益調整前四半期純利益 6,846 8,120

少数株主利益 － －

四半期純利益 6,846 8,120
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,846 8,120

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,837 6,461

その他の包括利益合計 1,837 6,461

四半期包括利益 8,683 14,581

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,683 14,581

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入債務等に対し、債務保証を行っております。
　

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

㈱アトラス 0百万円 ㈱アトラス 0百万円

一般顧客(リース契約に
係る債務)

260 〃
一般顧客(リース契約に
係る債務)

229 〃

住宅購入者(一般顧客)の
ためのつなぎ融資等

864 〃
住宅購入者(一般顧客)の
ためのつなぎ融資等

1,015 〃

計 1,125 〃 計 1,245 〃
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

負ののれんの償却額は、次のとおりであります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 11,479百万円 11,436百万円

負ののれんの償却額 397 〃 397 〃
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 504 15 平成24年３月31日 平成24年６月14日 利益剰余金

平成24年11月12日
取締役会

普通株式 504 15 平成24年９月30日 平成24年12月３日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月10日
取締役会

普通株式 672 20 平成25年３月31日 平成25年６月13日 利益剰余金

平成25年11月12日
取締役会

普通株式 504 15 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額(注)

３

自動車関連

事業

住宅関連

事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高         

外部顧客への
売上高

247,278 14,696 2,698 264,674 13 264,688 ― 264,688

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

74 336 1,018 1,430 430 1,860 △1,860 ―

計 247,353 15,033 3,717 266,104 443 266,548 △1,860 264,688

セグメント利益 8,556 405 308 9,269 124 9,393 △46 9,347
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの

保証・集金代行の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△46百万円には、セグメント間取引消去78百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△679百万円、その他調整額555百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であり、その他調整

額は報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計自動車関連

事業

住宅関連

事業

情報システ

ム関連事業
計

減損損失 20 ― ― 20 ― ― 20
 

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額(注)

３

自動車関連

事業

住宅関連

事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高         

外部顧客への
売上高

265,066 16,890 2,713 284,669 15 284,685 ― 284,685

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

79 99 1,009 1,187 394 1,582 △1,582 ―

計 265,145 16,989 3,722 285,857 410 286,267 △1,582 284,685

セグメント利益 10,105 670 199 10,976 116 11,092 △22 11,070
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの

保証・集金代行の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△22百万円には、セグメント間取引消去77百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△700百万円、その他調整額600百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であり、その他調整

額は報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴグループ(E02514)

四半期報告書

14/17



　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 203円54銭 241円54銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 6,846 8,120

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 6,846 8,120

普通株式の期中平均株式数(株) 33,635,111 33,620,213
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成25年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

(1) 配当金の総額 504百万円

(2) １株当たりの金額 15円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成25年12月２日
 

(注)　平成25年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　松　　井　　夏　　樹　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　崎　　裕　　司　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

平成２６年２月５日
 

株式会社ＡＴグループ

取 締 役 会　　御中
 

 

　

有限責任監査法人　 ト ー マ ツ
 

 
 

　

 

   

   
 

 

   
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ＡＴグループの平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連
結会計期間（平成２５年１０月１日から平成２５年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成
２５年４月１日から平成２５年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借
対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＴグループ及び連結子会社の平
成２５年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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